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＜参考＞ 
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２．改版の履歴 
 

版 数 発 行 日 改  版  内  容

第１版 昭和６３年 ５月３１日 制 定 

第２版 平成 ２年 ４月２５日 ＪＪ－２０．３２追加 

   

 

３．工業所有権   
 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 

 
４．その他 
 



ＪＪ－２０．３０

目　　　次

１．概　要･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 1

２．適用対象･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 1

３．関連標準の構成･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 1



- 1 - ＪＪ－２０．３０

１．概　要

ＴＤＭ相互間をディジタル専用線を介して接続する時のＴＤＭ－ＴＤＭ間インタフェースに適用する標

準の概要を述べる。

ＴＤＭ－ＴＤＭ間インタフェースは、ディジタル専用線のユーザ・網インタフェースで規定されるユー

ザに開放されたチャネル（ユーザチャネル）へユーザ情報信号を多重化する論理条件によって規定される。

詳細については、標準ＪＪ－２０．３１（オクテット多重形式）、ＪＪ－２０．３２（ビット多重形式）

に記述される。

本標準のインタフェースは以下の機能を持つ。

　 (1) 種々の速度を有するユーザ情報信号を多重化する。

　 (2) 各フレーム毎の警報を転送する。

２．適用対象

　本標準のインタフェースは、図２－１／ＪＪ－２０．３０に示す接続形態に適用される。

３．関連標準の構成

関連標準は、次により構成される。

　 (1) ＪＪ－２０．３０　：　概　説

　 (2) ＪＪ－２０．３１　：　オクテット多重形式（注 1）

　 (3) ＪＪ－２０．３２　：　ビット多重形式（注 2）

（注 1）本標準では、オクテット多重形式とは以下の条件を満足する多重化形式を意味する。

(1) ６４kbit/s 未満の信号は、６４kbit/s へ多重化した後、他の信号と多重化する。

(2) 上記の多重化された６４kbit/s の信号および６４kbit/s の信号は、異なるタイムスロットにまたがっ

て収容しない。

（注 2）本標準では、ビット多重形式とは以下の条件を満足する多重化形式を意味する。

(1) マルチフレーム同期が不可欠な信号は、８kbit/s の整数倍に多重した後、他の信号と多重化する。

(2) 多重化される信号は、タイムスロットの境界を意識することなく収容できる。
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図２－１／ＪＪ－２０．３０　接続形態例
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